
〇雲南市人材確保支援事業補助金交付要綱 

令和６年３月２２日 

告示第２８８号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、人材不足に悩む市内に事業所を有する事業者の採用活動

を支援し、人材不足解消を図ることを目的として、市の交付する雲南市人材

確保支援事業補助金（以下「補助金」という。）に関し、雲南市補助金等交

付規則（平成１６年雲南市規則第４４号。以下「規則」という。）に規定す

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の補助対象となる事業者は、次に掲げる要件の全てに該当する

者とする。 

(1) 市内に事業所を有する者 

 (2) 雲南市税の滞納がない者 

（補助対象経費等） 

第３条 補助の対象となる経費は、次の各号のいずれかに該当するものとす

る。ただし、消費税及び地方消費税は、補助対象経費から除くものとする。 

(1) 有料職業紹介事業者、新卒採用代行事業者及び外国人技能実習監理団

体等が提供する人材紹介サービス等の利用に関する経費 

(2) 人材確保にかかるパンフレット及びチラシ等の印刷費又はＰＲ動画作

成費、その他人材募集広告費 

(3) その他市長が特に必要と認める経費 

 （補助金の額等） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内（１，０００円未満の端

数が生じる場合はその端数を切り捨てた額）とし、１０万円を限度として予

算の範囲内で交付するものとする。 

２ 補助金の交付は、補助対象者につき、１年度当たり１回限りとする。 

（交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、雲南

市人材確保支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を

添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 人材確保事業の概要を示す書類 

(2) 補助対象経費の内訳を示す書類 

(3) 事業所、事務所等の所在地が確認できる書類（謄本、確定申告書な

ど） 

(4) 市税の完納証明書（申請日前１箇月以内に交付された原本） 



(5) その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに内容を審査

し、補助の可否を決定し、雲南市人材確保支援事業補助金交付決定通知書

（様式第２号）により申請をした者（以下「申請者」という。）に通知する

ものとする。 

 （申請内容の変更） 

第７条 補助対象者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、雲南市人材

確保支援事業補助金変更交付申請書（様式第３号）を市長に提出しなければ

ならない。 

(1) 補助事業に要する補助金の額の変更をするとき。 

(2) 補助事業の内容を変更し、又は中止するとき。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに内容を審査し、

これを承認したときは、雲南市人材確保支援事業補助金変更交付決定通知書

（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第８条 補助対象者は、補助事業が完了したときは、雲南市人材確保支援事業

補助金実績報告書（様式第５号）のほか、次に掲げる書類を添えて市長に提

出しなければならない。 

(1) 人材確保事業の実績を示す書類 

(2) 補助対象経費に係る請求明細が分かる書類 

(3) 領収書等補助対象経費の支払いが分かる書類 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（交付額の確定） 

第９条 市長は、前条の実績報告を受けたときは、速やかに内容を審査し、交

付すべき補助金の額を確定し、雲南市人材確保支援事業補助金確定通知書

（様式第６号）により補助対象者に通知するものとする。 

（交付金の請求） 

第１０条 補助金は、前条の規定による交付額の確定後において交付するもの

とする。 

２ 補助対象者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、

雲南市人材確保支援事業補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しな

ければならない。 

（交付決定及び確定の取消し等） 

第１１条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当したときは、補助

金の交付決定及び確定の全部又は一部を取り消すことができる。 



(1) 偽りその他不正の手段により交付金の交付を受けようとしたとき又は

受けたとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、市長が交付決定及び確定を取り消す必要が

あると認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１２条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定及び確定を取り消した

場合において、その取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されている

ときは、補助対象者に対し期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（関係書類の整備） 

第１３条 補助対象者は、補助金の対象となった経費の収支を明らかにした書

類及び帳簿を備え、交付決定及び確定日の属する会計年度の終了後５年間保

存しておかなければならない。 

（委任） 

第１４条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

（告示の失効） 

２ この告示は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以

前にこの告示に基づき既に交付された交付申請に係る補助金の交付に関して

は、この告示の失効後も、なおその効力を有する。 


